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自己紹介
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 1974年 京都大学法学部卒、同大学院・同助手、広島大学法
学部助教授、大阪市立大学法学部助教授を経て

 1991年～2013年 一橋大学法学部・同大学院法学研究科教授、
法科大学院長など（現、名誉教授）

 東京都消費者センター消費者相談アドバイザー、東京都消費
生活センター運営協議会会長、東京都消費生活対策審議会会
長、東京都消費者被害救済委員会会長など

 国民生活審議会消費者政策部会長、消費者行政推進会議委員
として消費者庁の設置に関与し、2009年～11年 内閣府消費
者委員会初代委員長

 2013年～20年 独立行政法人国民生活センター理事長（現、
顧問）

 2021年～ 池田・染谷法律事務所客員弁護士

 現在、明治学院大学客員教授、消費者庁国際消費者政策研究
センター客員主任研究官、全国消費生活相談員協会会長、日
本広告審査機構（JARO）審査委員会委員長、日本司法支援セ
ンター（法テラス）顧問など

 専門は、民法、消費者法、情報法、企業の社会的責任など



発言の３つの内容

「見守りネットワーク」（消費者安全
確保地域協議会）

高齢者の意思決定支援を重視した成年
後見制度への改正

 ISO 22458「消費者の脆弱性ー包摂的

サービスのデザインと提供のための要
求事項及びガイドライン」
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見守りネットワーク

 消費者安全確保地域協議会（消費者安全法11条の3）
◦ １ 国及び地方公共団体の機関であって、消費者の利益の擁護及び増
進に関連する分野の事務に従事するものは、当該地方公共団体の区域
における消費者安全の確保のための取組を効果的かつ円滑に行うため、
関係機関により構成される消費者安全確保地域協議会を組織すること
ができる。

◦ ２ 前項の規定により協議会を組織する関係機関は、必要があると認
めるときは、病院、教育機関、第11条の7第1項の消費生活協力団体又
は消費生活協力員その他の関係者を構成員として加えることができる。

 協議会の構成員は、消費者安全の確保のため、消費生活上特に配
慮を要する消費者と適当な接触を保ち、その状況を見守ることそ
の他の必要な取組を行う（消費者安全法11条の4第2項）。そのた
めに必要な、狙われやすい高齢者などに関する個人情報の共有が
できる（同条3項）。

 国等は、特に配慮を要する消費者に関する個人情報（消費生活相
談情報など）を地方公共団体の長に提供できる（消費者安全法11
条の2）。
◦ １ 国 → 地方公共団体

◦ ２ 地方公共団体 → 他の地方公共団体

◦ ３ 国民生活センター → 地方公共団体
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消費者安全確保地域協議会の設置
状況（2025年5月末時点）
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1788分の549自治体



三重県伊賀市の悪徳バスターズ

 伊賀市社会福祉協議会が
中心になった悪徳商法撲
滅への取り組み

 各種の相談情報の共有

 悪徳商法撃退市民チーム
「いが悪徳バスターズ」
養成講座

 被害を受けた高齢者がバ
スターズになって、被害
防止に活躍している例も
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令和6年度先進的モデル事業
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見守りと支援・介護

 見守りネットワークの設置態様
◦ 消費者部局による「単独設置」（45％）

◦ 既存のネットワークに相乗りする「上乗せ設置」
（50％）

◦ 近隣の自治体と連携する「広域設置」（5％）

 見守りネットワークは、高齢消費者被害の防止
と被害の早期発見が目的

 高齢者支援や介護等の他のネットワークとは目
的を異にするが、連携が不可欠
◦ とりわけ、小規模自治体では、消費者行政専門の職
員は少数かゼロ

◦ 必然的に、いくつかの機能をもったネットワークと
して運営せざるをえないし、その方が効果的

◦ 厚生労働省の「重層的支援体制整備事業」（社会福
祉法）
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高齢者の法律上の能力と制限

 意思能力制度（民法3条の2）
◦ 意思無能力者の意思表示（契約）は無効

◦ 契約時点で能力がなかったことの立証は難しい

 制限行為能力制度（成年後見、保佐、補助、
民法7条以下）
◦ 制限された取引行為を高齢者が行った場合の成
年後見人等による取消権
 被保佐人・被補助人の行為については、保佐人・補助
人の同意を得なかった場合にのみ取り消せる

 日常生活に関する行為は取り消せない

◦ 家庭裁判所の事前の手続（家事審判）が必要

◦ 高齢者の自由を奪う、自立に反する側面も
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国連勧告から成年後見制度の改正へ
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 国連「障害者の権利に関する条約」
◦ 日本も2014年に批准

◦ 12条2項「締約国は、障害者が生活のあらゆる側面において他の者
との平等を基礎として法的能力を享有することを認める。」

◦ 12条3項「締約国は、障害者がその法的能力の行使に当たって必要
とする支援を利用する機会を提供するための適当な措置をとる。」

 国連障害者権利委員会の条約の実施状況に関する審査に基づく
勧告（2022年）
◦ 「意思決定を代行する制度を廃止する観点から、全ての差別的な法
規定及び政策を廃止し、全ての障害者が、法律の前にひとしく認め
られる権利を保障するために民法を改正すること」

◦ 「必要としうる支援の水準や形態にかかわらず、全ての障害者の自
律、意思及び選好を尊重する支援を受けて意思決定をする仕組みを
設置すること」

◦ 成年後見人の包括的代理権と取消権を廃止して、成年被後見人の意
思決定を支援する仕組みへの転換が求められている

◦ 現在、法制審議会で制度改正について審議中
 成年後見人等の取消権という被害救済的側面の大幅な縮小



高齢者の不安をあおる勧誘の取消権

 消費者契約法4条3項5号
◦ 2018年改正の際に国会で追加

◦ 「当該消費者が、加齢又は心身の故障によりそ
の判断力が著しく低下していることから、生計、
健康その他の事項に関しその現在の生活の維持
に過大な不安を抱いていることを知りながら、
その不安をあおり、裏付けとなる合理的な根拠
がある場合その他の正当な理由がある場合でな
いのに、当該消費者契約を締結しなければその
現在の生活の維持が困難となる旨を告げるこ
と」

◦ 限定的すぎて使えない
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現代型暴利行為

公序良俗違反「公の秩序又は善良の風
俗に反する法律行為は、無効とする」
（民法90条）
◦ その一種として暴利行為（過大な金利な
ど）は無効とされてきた

つけ込み型の現代的暴利行為の提案
◦ 民法債権法改正の中間試案（採用されず）
 「相手方の困窮、経験の不足、知識の不足その
他の相手方が法律行為をするかどうかを合理的
に判断することができない事情があることを利
用して、著しく過大な利益を得、又は相手方に
著しく過大な不利益を与える法律行為は、無効
とするものとする。」
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ISO 22458

 「消費者の脆弱性ー包摂的サービスのデザイ
ンと提供のための要求事項及びガイドライ
ン」（2022年発行）
◦ イギリスの規格BS 18477「包摂的なサービス提供
のための標準ー消費者脆弱性を察知し対応する
ための要求事項」がモデル（2010年発行）

◦ 日本でも日本産業規格（JIS）として制定する作
業がまもなく開始される

 「包摂的なサービス」とは、個人的な事情に
関わらず、できるだけ多くの人がアクセスし、
利用できるようなサービス、サービス関連商
品（住宅ローンや携帯電話プランなど）、ま
たはサービス環境の設計
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インクルーシブデザイン
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 すべてのタッチポイント（組織と接触・相互
作用する場）で考慮する必要

 消費者の脆弱性の理解
◦ スタッフの教育など

 消費者とのコンタクトチャンネル
◦ 電話サービスやオンラインサービスなど

 消費者への情報提供
 販売及び契約
 支払・請求
◦ 不払いの場合の責任ある対応まで含まれている
ことに注意

 苦情・紛争



脆弱性のリスク要因
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 個人特性
◦ 年齢、性別、文化、パーソナリティ

 健康・能力
◦ 健康、障害、メンタルヘルス、認知機能障害、
依存症

 アクセススキル
◦ 言語、識字率、計算能力、デジタルスキル

 ライフイベント
◦ 失業、ホームレス、虐待、介護、死別、離婚、
子育て、詐欺被害

 外部環境
◦ 経済、自然災害、パンデミック



脆弱性の兆候・シグナルの例
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 電子メール、電話、手紙に何度も返信しない
 督促しても来ない

 購入・サービス・状況について混乱している、個
人情報や過去の出来事を思い出すのが困難である
ように見える

 支払が突然停止する、請求しても支払われない
 支払額・支出額が急に増える
 重複支払・過払金
 製品の何度もの変更

 本人が口座の利用状況を把握していない、第三者
から指示を受けていると思われる

 「このプレスボタンが嫌いだ」との発言

 「あなたからの手紙が理解できない」との発言、
など



高齢社会と「支援」
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 ISO 22458は、高齢者・障害者の取引

の相手となる組織に、成年後見制度改
正の方向性とは異なった視点からの
「支援」を求めていることになる
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